
上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条に基づき、書面交付請
求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主
の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律
お送りいたします。
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新株予約権の状況
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株式会社ペッパーフードサービス



（１）割当日 2022年12月26日

（２）発行新株予約権数
265,931個
第13回新株予約権 200,000個
第14回新株予約権   65,931個

（３）発行価額 総額 40,801,928円（第13回新株予約権１個当たり175円、第
14回新株予約権１個当たり88円）

（４）当該発行による潜在株
式数

26,593,100株（本新株予約権１個当たり100株）
第13回新株予約権 20,000,000株
第14回新株予約権   6,593,100株
第13回新株予約権、第14回新株予約権とも、下限行使価額（下
記 （ ６ ） を 参 照 。 ） に お い て も 、 潜 在 株 式 数 の 合 計 は
26,593,100株であります。

新株予約権の状況
⑴　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2023年12月31日現在）
　　　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項
　　当社は、2022年12月８日開催の取締役会において、第三者割り当てによる第13回及び第14回

新株予約権（行使価額修正条項付）（以下「本新株予約権」）の発行を決議し、2022年12月26
日に当該新株予約権の発行価額の全額の払込が完了しました。概要は以下のとおりとなっており
ます。
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（５）調達資金の額（新株予
約権の行使に際して出
資される財産の価額）

5,359,421,928円 （ 差 引 手 取 概 算 額 ：5,345,421,928円 ）
（注）
（内訳）
本新株予約権発行分      40,801,928円
（第13回新株予約権発行分      35,000,000円）
（第14回新株予約権発行分        5,801,928円）
本新株予約権行使分 5,318,620,000円
（第13回新株予約権行使分 4,000,000,000円）
（第14回新株予約権行使分 1,318,620,000円）

（６）行使価額及び行使価額
の修正条件

当初行使価額
　第13回新株予約権 200円
　第14回新株予約権 200円
第13回新株予約権の行使価額は、各修正日（以下に定義しま
す。）の前取引日の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券
取引所」といいます。）における当社普通株式の普通取引の終
値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の90％に相
当する金額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その
端数を切り上げた金額。）に修正されます。但し、上記の計算
の結果算出される金額が下限行使価額（以下に定義します。）
を下回る場合には、修正後の行使価額は下限行使価額としま
す。第13回新株予約権の「修正日」とは、各行使価額の修正に
つき、本新株予約権の各行使請求に係る通知を当社が受領した
日（但し、当該通知を当社が受領した時点において、東京証券
取引所におけるその日の売買立会が終了している場合は、その
翌取引日）をいいます。第13回新株予約権の「下限行使価額」
は、当初行使価額の50%に相当する金額（計算の結 果１円未満
の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた金額。）である
100円とします。第14回新株予約権は、行使価額の修正は行わ
れません。

（７）募集又は割当方法 第三者割当の方法によります。
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（８）割当先

第13回新株予約権
投資事業有限責任組合インフレクションⅡ号 123,200個
InfleXion II Cayman, L.P. 45,200個
フラッグシップアセットマネジメント投資組合88号 31,600個
第14回新株予約権
投資事業有限責任組合インフレクションⅡ号 40,708個
InfleXion II Cayman, L.P. 14,607個
フラッグシップアセットマネジメント投資組合88号 10,616個

（９）譲渡制限及び行使数量
制限の内容

第13回新株予約権については、東京証券取引所の定める有価証
券上場規程第410条第１項に規定される「MSCB等」に該当す
ることから、当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規
程第434条第１項及び同施行規則第436条第１項乃至第５項の
定めに基づき、MSCB等の買受人による転換又は行使を制限す
る措置を講じるため、割当先との間の本引受契約（下記
「（10）その他」において定義します。以下同じです。）にお
いて以下の行使数量制限を定めております。原則として、単一
暦月中に割当先が第13回新株予約権を行使することにより取得
する株式数が、第13回新株予約権の払込日時点における上場株
式数（東京証券取引所が当該払込期日時点に公表している直近
の上場株式数をいい、払込期日後に株式の分割、併合又は無償
割当てが行われた場合に公正かつ合理的に調整された上場株式
数を含みます。）の10％を超える部分に係る行使（以下「制限
超過行使」といいます。）を制限する旨を本引受契約にて規定
しております。具体的には、①割当先が制限超過行使を行わな
いこと、②割当先が第13回新株予約権を行使する場合、あらか
じめ、当社に対し、第13回新株予約権の行使が制限超過行使に
該当しないかについて確認を行うこと、③割当先が第13回新株
予約権を転売する場合には、あらかじめ、転売先となる者に対
し、当社との間で上記①及び②に定める事項と同様の内容を約
させること、④割当先は、転売先となる者がさらに第三者に転
売する場合も、あらかじめ当該第三者に対し当社との間で上記
①及び②に定める事項と同様の内容を約させること、⑤当社は
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割当先による制限超過行使を行わせないこと、⑥当社は、割当
先からの転売先となる者（転売先となる者から転売を受ける第
三者を含みます。）との間で、当社と割当先が合意する制限超
過行使の制限と同様の合意を行うこと等の内容について、本引
受契約により合意しております。なお、本引受契約において、
他の割当先以外の者に対して、本新株予約権を譲渡する場合に
は、当社の取締役会による承認が必要であることについても合
意しております。

（10）行使期間

第13回新株予約権
2022年12月26日 乃至 2024年12月26日
第14回新株予約権
2022年12月26日 乃至 2024年12月26日

（11）その他
当社は、割当先との間で、2022年12月８日付で、本新株予約
権に係る引受契約（以下「本引受契約」といいます。）を締結
しております。

（注）調達資金の額は、本新株予約権の払込金額の総額と、全ての本新株予約権が当初の行使価額
で行使されたと仮定して算出された金額の合計額です。行使価額が修正又は調整された場合に
は、調達資金の額は減少します。また、本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場
合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資金の額は減少します。
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( 2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合
計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金

合 計
利 益
準 備 金

そ の 他
利益剰余

金 利益剰余
金

合 計繰 越
利益剰余

金
2 0 2 3 年  1  月  1  日
期 首 残 高 23 13 3,163 3,176 30 △1,971 △1,940 △0 1,259
事 業 年 度 中 の
変 動 額

新 株 の 発 行 990 990 990 1,981

欠 損 填 補 △1,940 △1,940 1,940 1,940 －

減 資 △1,004 △1,004 2,008 1,004 －

当期純損失（△） △710 △710 △710
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 △13 △13 67 54 － 1,229 1,229 － 1,270
2 0 2 3 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 10 － 3,231 3,231 30 △741 △710 △0 2,530

株主資本等変動計算書
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評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

202３年 1 月 1 日
期 首 残 高 △２ △0 △3 40 1,296
事 業 年 度 中 の
変 動 額

新 株 の 発 行 1,981

欠 損 填 補 －

減 資 －

当期純損失（△） △710
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

0 △０ 0 △26 △26

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 0 △0 0 △26 1,244
2 0 2 3 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 △2 △１ △3 14 2,540

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

　日本国政府は2020年２月以降、新型コロナウイルス(COVID-19)感染症に関連した感染症対策の基本方針
等を公表しましたが、それ以降消費者は外出等を控え外食需要に重要な影響が生じております。当社において
は、政府及び自治体からの各種要請等を受けて一部店舗の臨時休業や営業時間短縮を実施したことなどから、
2020年３月以降、当社の来店客数は顕著に減少して売上高も著しく減少しております。2022年３月21日に
は、店舗の営業に対する制限が概ね解除され、来店客数等は次第に回復しておりますが、いまだ回復の途上に
あり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の水準を下回る状況が続いております。これらの結果、当事業
年度においては、継続した営業損失を計上するとともに、重要な当期純損失を計上しております。
　この結果、借入金の返済等の資金繰りに懸念が生じており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況が存在しております。
　当社は、当該状況の解消または改善のために、下記のような対応策を講じております。
① 当社は、収益改善及び本社費用の削減等の施策を行っております。具体的には、既存店の売上対策を強化
し、店舗の事情に応じたメニューの変更等を推進しております。また、従業員の適正配置などのコスト削減施
策も推進し、事業の収益性を改善しております。
② 当社事業の各種ステークホルダー（金融機関等）との緊密な連携関係を高め、必要に応じた支払条件の柔
軟化等を含めた協力体制の強化を行っております。
③ 当社は適切な店舗体制を構築するために、2020年度以降、当事業年度末までに151店舗の閉店を決定し必
要な会計処理をしております。今後も店舗の収益性を見極めて不採算店の整理を進めております。
④ 当社は、2022年12月８日の取締役会にて、第三者を割当先とした第13回新株予約権及び第14回新株予約
権の発行に係る決議を行いました。なお、2024年２月27日現在、これらのうち第13回新株予約権が行使され
2,137百万円の調達を完了しております。
　しかしながら、収益改善及び本社費用の削減等の施策の成果が、売上高及び業績に及ぼす影響について見通
すことが容易ではないこと、また金融機関等との間で支払条件等の協力体制を築くために一定の期間を要する
ことも想定されること及び、新株予約権の行使について株価下落等により予定通り資金調達ができない場合が
あることから、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しておりま
す。
　なお、計算書類は継続企業を前提としており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書類に
反映しておりません。
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２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

②　その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 決算日の時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品 最終仕入原価法（一部先入先出法）による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く） 主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～16年
機械及び装置 ３年～８年
工具、器具及び備品 ２年～９年

② 無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

③ 長期前払費用 定額法によっております。

⑶　繰延資産の処理方法
株式交付費 支出時に全額費用処理する方法を採用しております。

⑷　引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。
なお、夏季及び冬季賞与の支給対象期間が上期及び下期の会計期間と一
致しているため、事業年度末において賞与引当金は計上しておりませ
ん。
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③ 債務保証損失引当金 元子会社への債務保証に係る損失に備えるため、損失負担見込額を計上
しております。

④ 事業構造改善引当金 退店予定店舗の建物賃貸借契約の解約に掛かる違約金等の金額でありま
す。

⑸　収益及び費用の計上基準
①　直営・委託店売上高　　　　　直営・委託店売上高は、主に飲食店における顧客からの注文に基づく商

品の提供によるものです。当該商品の提供は、顧客に商品を提供し、対
価を収受した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を
認識しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　なお、将来の値引きとして付与したクーポンは、顧客に対する履行義務
として識別して契約負債を計上し、顧客がクーポン等を利用する場合の
取引価格は、顧客との契約により約束された対価からクーポン等により
充当された金額を減額しております。

②　加盟店への卸売高　　　　　　加盟店への卸売高は主に、フランチャイズ加盟者に対する食材・消耗品
等の販売によるものです。当該販売は、商品を引き渡した時点で履行義
務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。なお、
当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額か
ら仕入業者又はサービス提供会社に支払う額を控除した純額で収益を認
識しております。

③　その他の営業収入　　　　　　主なその他の営業収入は、フランチャイズ加盟契約に基づき受領したロ
イヤリティ収入によるものです。ロイヤリティ収入は、フランチャイズ
加盟店の売上高に一定割合を乗じてその発生時点で収益を認識しており
ます。また、商品販売事業では商品を引き渡した時点で履行義務が充足
されることから、当該時点で収益を認識しております。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を適用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象……借入金
③ ヘッジ方針 金利リスク低減並びに金融収支改善のため､対象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。
④ ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断
しております。
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（単位：百万円）
減損損失 固定資産

いきなり！ステーキ事業 157 542
レストラン事業 33 0

３．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記
国内店舗に係る固定資産の減損
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項
①算出方法
　当社は、ステーキ店のチェーン展開を営んでおり、店舗運営用の建物等の資産を保有し、各店舗を独立し
たキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングしております。
　減損の兆候があると認められる店舗については、該当する資産グループから得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、減損損失
の認識が必要となった場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上してお
ります。なお、回収可能価額は「使用価値」により決定しております。
　「使用価値」は、各店舗の事業計画を基に検討しており、各店舗の売上高及び営業利益の予測は、当期実
績及び翌期以降の販売施策による増収効果と過去の実績推移を考慮した原価率等を勘案し、現在及び将来見
込まれる経営環境等を総合的に考慮して見積もっております。なお、減損損失を計上した資産グループにつ
いては、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、使用価値の測定に用いる割引率の算定は行ってお
りません。

②主要な仮定
　割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、客数及び客単価の見通しに基づく店舗売上
高及び食肉仕入価格見通しに基づく原価率であります。
　客数及び客単価の見通しに基づく店舗売上高は、当期実績を基礎とし翌期以降の販売施策による増収効果
等を勘案し算定しております。
　食肉仕入価格見通しに基づく原価率は、食肉仕入価格及び原価率の過去の実績推移を考慮した数値を設定
しております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
　現時点で経営環境等の将来の不確実性が高い状況であるため、経営環境の悪化等により店舗売上高や原価
率が仮定と乖離した場合など、仮定の見直しが必要となった場合、追加的な減損損失を認識する可能性があ
ります。
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売掛金 285百万円
未収入金 85百万円
建物 0百万円
機械及び装置 42百万円
土地 13百万円
借地権 30百万円
投資有価証券 17百万円
差入保証金 35百万円

計 510百万円

買掛金 542百万円
計 542百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 3,043百万円

普通株式 54,723,300株

　普通株式 220株

５．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。

①　担保に供している資産

※上記以外に商標権を担保に供しております。

②　上記に対する債務

⑶　保証債務
　子会社であったKuni's Corporationが締結した建物賃貸借契約に係る賃料等に対する債務保証を行ってお
ります。当該建物賃貸借契約における違約金相当額は債務保証損失引当金として貸借対照表に計上しており
ます。

６．損益計算書に関する注記
事業構造改善引当金の戻入等について
　当社は、前事業年度において、当社の事業構造改善のために将来発生が見込まれる、退店予定店舗の建物賃
貸借契約の解約に掛かる違約金等の損失について合理的に見積ることができる金額を事業構造改善引当金とし
て計上しました。その後、建物賃貸借契約を締結している家主等との交渉が進展したことに伴い、当事業年度
において、見積額と確定額の差額等を事業構造改善引当金戻入額として特別利益に計上しております。

７．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

⑶　剰余金の配当に関する事項
配当金支払額等
　該当事項はありません。
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普通株式 11,281,000株

⑷　当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び数

８．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社は、必要な資金は銀行からの借入れにより調達しております｡資金運用については安全性の高い金
融資産で運用しております。デリバティブ取引は銀行より借入時、金利変動のリスクヘッジを図るための
み行い、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金及び未収入金は取引先等の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としてい
ます。ただし、取引先の多くは当社のフランチャイズ加盟企業であり、開店時にフランチャイズ保証金を
預かっているため、リスクが低減されております。
　投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であります。上場株式については、市場価格の変
動リスクに晒されており、四半期ごとに時価の把握を行っております。非上場株式については定期的に発
行体の財政状態等を把握しております。
　敷金及び保証金は、主に店舗等の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用
状況の把握に努めております。
　営業債務である買掛金、未払金は、１年以内の支払期日です。
　短期借入金、長期借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、償還日は最長で決算日後３年以内
であります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティ
ブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、変動金利の借入について支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした
金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ
有効性評価の方法については、前述の「２.重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑹　重要なヘッジ
会計の方法」をご参照下さい。
　受入保証金は主にフランチャイズ保証金であり、当社が晒されている各フランチャイズ加盟企業の信用
リスクによる影響を低減しております。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、各部署からの報告に基づき経理部が適
時に資金繰表を作成・更新することにより流動性リスクを管理しております。
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（単位：百万円）
貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額

投資有価証券
その他有価証券 17 17 －

破産更生債権等 3,464
貸倒引当金※２ △3,464

－ － －
敷金及び保証金 1,139 1,067 △72

資 産 計 1,156 1,084 △72
長期借入金　※３ 527 527 0
受入保証金 376 349 △26

負 債 計 903 876 △26
デ リ バ テ ィ ブ 取 引 　 ※ ４ △1 △１ －

（単位：百万円）
区 分 貸 借 対 照 表 計 上 額

投 資 有 価 証 券 非 上 場 株 式 0

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

※１ 「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「買掛金」「未払金」「短期借入金」については、現金である
　　 こと及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま
　　 す。
※２ 破産更生債権等は、対応する貸倒引当金を控除しております。
※３ １年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
※４ デリバティブ取引によって生じた正味の債権債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、△で示しております。

（注１）市場価格のない株式等は、上表には含めておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとお
りであります。

－ 13 －



（単位：百万円）

１ 年 以 内 １ 年 超
５ 年 以 内

５ 年 超
1 0 年 以 内 1 0 年 超

預 金 2,082 － － －
売 掛 金 591 － － －
未 収 入 金 378 － － －

合 計 3,053 － － －

（単位：百万円）

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

短 期 借 入 金 31 － － － － －
長 期 借 入 金 495 18 13 － － －

合 計 527 18 13 － － －

ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 デ リ バ テ ィ ブ
取 引 の 種 類 等

主なヘッジ
対 象

契約額等
(百万円)

契 約 額 等
の う ち
１ 年 超
( 百 万 円 )

時 価
( 百 万 円 )

当 該 時 価 の
算 定 方 法

原 則 的 処 理 方 法
金利スワップ
取引支払固定・
受取変動

長期借入金 179 31 △1
取引先金融機関
から提示された
価格等によって
いる。

合 計 179 31 △1

（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

（注３）借入金の決算日後の返済予定額

デリバティブ取引
①　ヘッジ会計が適用されていないもの

　　該当事項はありません。
②　ヘッジ会計が適用されているもの

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契
約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。
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（単位：百万円）
区分 時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券株式 17 － － 17

資 産 計 17 － － 17
デリバティブ取引 － △1 － △1

（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

破産更生債権等 － － － －
敷金及び保証金 － 1,067 － 1,067

資 産 計 － 1,067 － 1,067
長期借入金 － 527 － 527
受入保証金 － 349 － 349

負 債 計 － 876 － 876

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される
　　　　　　　　当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時
　　　　　　　　価の算定に係るインプットを用いて算出した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算出した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。
デリバティブ取引
　金利スワップは、取引先金融機関から提示された価格等によって算定しているため、その時価をレ
ベル２の時価に分類しております。
敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価は、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローと国
債の利回り等適切な指標をもとに割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。

－ 15 －



期首残高 728百万円
時の経過による調整額 0百万円
見積りの変更による増加額 ８百万円
資産除去債務の履行による減少額 △169百万円
その他増減額（△は減少） △121百万円
期末残高 447百万円

長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
とした割引現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
受入保証金
　受入保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを、契
約満了日までの期間等及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、時
価はレベル２の時価に分類しております。

９．賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性がないため省略しております。

10．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

①　当該資産除去債務の概要
　店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

②　当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込み期間を取得から12年～16年と見積り、割引率は△0.2％～0.5％を使用して資産除去債務の
金額を計算しております。

③　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

④　資産除去債務の見積りの変更
　当事業年度において、建物賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、
直近の原状回復費用実績等の新たな情報の入手に伴い、見積りの変更を行いました。この結果、見積りの
変更による増加額８百万円を資産除去債務に計上しております。
　なお、当該見積りの変更により、当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前当期純損失は８百万円増
加しております。
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繰延税金資産
未払事業税等否認
その他有価証券評価差額金

2百万円
0百万円

金利スワップ 0百万円
減損損失 579百万円
貸倒引当金 1,212百万円
投資有価証券評価損 12百万円
減価償却超過額 304百万円
資産除去債務
繰越欠損金
事業構造改善引当金

154百万円
2,803百万円

2百万円
債務保証損失引当金 21百万円
子会社株式評価損 213百万円
その他 45百万円

繰延税金資産小計 5,354百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 2,803百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 2,527百万円
評価性引当額小計 5,331百万円
繰延税金資産合計 23百万円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 23百万円

繰延税金負債合計 23百万円
繰延税金資産の純額 －百万円

11．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

　 税引前当期純損失を計上したため、当該記載を省略しております。

12．持分法損益等に関する注記
　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注)
合計いきなり！

ステーキ事業

レストラン

事業

商品販売

事業

　直営・委託店売上高 13,272 657 － － 13,930

　加盟店への卸売高 408 7 － － 415

　その他の営業収入 166 7 66 1 241

顧客から生じる契約から生じる収益 13,847 672 66 1 14,587

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 13,847 672 66 1 14,587

（単位：百万円）
契約負債 当事業年度
　期首残高 41
　期末残高 8

13．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、加盟開発部門、営業サポート部
門、購買部門等が含まれております。

⑵　収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ⑸収益及び費用の
計上基準」に記載しております。

⑶　当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　①　契約負債の残高

　　　契約負債は主に、当社が付与したクーポンのうち、期末時点において履行義務を充足していない残高で
あります。

　②　残存履行義務に配分した取引価格
　　　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、記載を省略しております。
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種 類 会社等の名称
ま た は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

(％)
関 連 当 事 者 と の
関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

(百万円) 科 目 期 末 残 高
(百万円)

役員及び
その近親者 一 瀬 健 作

直接 1.0
(被所有)

　
当 社 代 表 取 締 役
担 保 の 被 提 供 者

当社の買掛金に
対 す る 株 式 の
担保提供（注1）

542 － －

役員及び
その近親者 一 瀬 邦 夫 直接 6.2

(被所有)
　

当社代表取締役の父
担 保 の 被 提 供 者

当社の買掛金に
対 す る 株 式 の
担保提供（注1）

保 証 料 の 支 払
（注2)

542

28

－

－

－

－

⑴　１株当たり純資産額 46円18銭
⑵　１株当たり当期純損失 14円75銭

14．関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

（注1）当社の取引先に対する買掛金（当事業年度末　542百万円）に対して同氏所有の当社株式の担保提供を
受けております。

（注2）当社の取引先に対する買掛金に対し、担保提供を受けている同氏所有の当社株式に係る保証料を支払っ
ており、保証料は１年ごとの交渉で決定しております。

15．１株当たり情報に関する注記

16．重要な後発事象に関する注記
（子会社の清算結了について）

　2020年７月３日（米国時間）、米国連邦倒産法第７章に基づく破産の申立てを行っていた当社の子会社
であったKuni’s Corporationについて、2024年１月11日をもって清算が結了いたしました。

① 清算結了日
　　2024年１月11日

② 清算結了した子会社の概要
　　名称： Kuni’s Corporation
　　所在地：c/o The Corporation Trust Company,1209 Orange Street,Wilmington,New Castle
　　　　　　County,Delaware 19801, USA
　　事業内容： 飲食店の経営
　　設立年月日： 2014年４月11日
　　資本金： 556万ドル
　　大株主及び持株比率： 当社（100％）

③ 負債総額
　　約3,000万ドル
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④ 損益に与える影響
　当社は、Kuni’s Corporationに対する3,464百万円の債権（破産更生債権等）による損失発生見込額に
ついては、既に2023年12月31日の計算書類に反映済みであり、今後、損益に与える影響はございませ
ん。なお、破産更生債権等については翌事業年度において同額の貸倒引当金と相殺する予定です。

（新株予約権の行使）
　当事業年度後、当社が2022年12月26日に発行した第13回新株予約権（行使価額修正条項付）の権利行
使が行われております。
　新株予約権が行使され、2024年１月１日から2024年２月27日までに発行した株式の概要は以下のとお
りであります。
① 行使された新株予約権の個数　12,808個
② 発行した株式の種類及び株式数普通株式　1,280,800株
③ 資本金増加額　79百万円
④ 資本準備金増加額　79百万円

　以上により、発行済株式総数は1,280,800株、資本金及び資本準備金はそれぞれ79百万円増加し、2024
年２月27日現在の発行済株式総数は56,004,100株、資本金は89百万円、資本準備金は79百万円となって
おります。

17．その他の注記
　該当事項はありません。
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